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「東京の中小企業の現状」のための企業調査の概要

１　アンケート調査

（１）調査対象と回収率

　　　都内に本社のある中小製造業

　　　抽出方法　　　　平成18年度事業所・企業統計から無作為抽出

　　　抽出数　　　　　10,000

　　　有効配布数（Ａ） 9,137

　　　有効回収数（Ｂ） 3,415

　　　有効回収率（Ｂ/Ａ）37.4%

（２）調査の実施時期

　　　平成21年７月

（３）調査方法

　　　郵送による配布、郵送による回収

２　ヒアリング調査

（１）調査の対象　アンケート回答企業の中から33企業

（２）調査の実施時期　平成21年8月～12月

３　調査項目

　　企業概要、業績、立地環境、人材、知的資産経営、ＣＳＲ、ＢＣＰについて等

４　調査委託先

　　株式会社プライア・コンサルタント



「東京の中小企業の現状」作成検討委員会

１　根拠

平成 18 年 6 月 19 日　18 産労商調第 182 号　産業労働局長決定

「東京の中小企業の現状」作成検討委員会設置要綱

 

２　委員

委員長 埼玉大学　経済学部教授 加藤 秀雄

委員 株式会社二十一世紀総合研究所　取締役　中小企業診断士 佐々木 文安

委員 TYKC コンプライアンスコンサルティング代表 露木 美幸

委員 東京都中小企業振興公社新事業創出課長 斉藤 彦明

委員 東京都産業労働局商工部創業支援課長 中尾 圭介

委員 東京都産業労働局商工部経営支援課長 傳田 純

委員 東京都産業労働局商工部地域産業振興課長 小金井 毅

委員 東京都産業労働局商工部調整課長 笹川 文夫

委員 東京都産業労働局商工部副参事（商工施策担当） 山田 裕之

（事務局） 東京都産業労働局商工部調整課調査分析係長 片岡 稔

 東京都産業労働局商工部調整課調査分析係主任 鳥井 静夫

 東京都産業労働局商工部調整課調査分析係主任 三田 哲也

３　委員会開催日時

　第一回　平成２１年７月３日（金）

　第二回　平成２１年９月３０日（水）

　第三回　平成２２年１月１４日（木）
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東京都産業労働局

この調査は、都内製造業の経営実態を明らかにし、中小企業振興施策の基礎資料として活用す

るとともに、「東京の中小企業の現状」としてとりまとめ、企業の皆様の今後の発展に資すること

を目的に、都内中小製造業 10,000 社を無作為に抽出し、３年に１度実施しているものです。

　ご多忙とは存じますが、趣旨をご理解のうえ、ご協力くださいますよう、お願い申し上げます。

１．この調査票は、上記の目的以外に使用されることはありません。また、調査結果は統計的に

処理し、個別企業の内容が公表されることはありません。

２．ご回答は、経営者、又は経営全体が分かる担当者の方にお願いいたします。

３．各設問では、あてはまる番号に○をつけ、また（　　）内や枠内に該当する事項を具体的に

ご記入ください。

４．記入したアンケート用紙（本調査票）は、平成２１年８月７日（金）までに同封の返

信用封筒に入れてご投函ください。（切手は不要です）

５．調査の内容等、ご不明な点がございましたら、下記担当者までお問い合わせください。

　　東京都産業労働局商工部調整課調査分析係　鳥井、三田　TEL:03-5320-4639（直通）

製 造 業

秘

本調査は都内の中小製造業（従業員 300 人以下又は資本金３億円以下）を対象に実施しており

ます。以下に該当する方は調査対象外となりますので、大変恐れ入りますが、該当する番号に

○印をつけご返送いただきますようお願いいたします。

1. 製造業を廃業して転業した　2. 現在休業中　3. 廃業した　4. 都外に移転した　5. 大企業である

　＜貴社の企業名等についてご記入下さい＞

(1) 企業名

(2) 所在地 〒（　　　－　　　　）

　　　　　　　　　　　　　区・市

　　　　　　　　　　　　　町・村　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3) ご記入者氏名　

　（役職・所属）
　　　　　　　　　　　　

（　　　　　　　　　　　）
(4) 電話番号 　　　　－　　　　－

(5) 全従業者数

　（役員含む）

合計　　人　　うちパート・アルバイト　　　　人：8 時間労働で 1 人とする

（役員含む）　　うち都内在勤の従業者数　　　　人

(6) 創業年 1. 明治　　年　2. 大正　　年　3. 昭和　　年　4. 平成　　年　5. その他（　　　）

(7) 従業者の平均年齢 1. 30 歳代以下　　2. 40 歳代　　3. 50 歳代 　 4. 60 歳以上

(8) 資本金 　　　　　　　　　万円 (9) 経営者の年齢 　　　　　歳

(10) 工場等の所有

状況＊工場兼事務

所は工場とする

都　

内

工場　　ヶ所
都　

外

工場　　ヶ所
海　

外

工場　　ヶ所

合計　　　ヶ所事務所・営業所

等　　ヶ所

事務所・営業所

等　　ヶ所

事務所・営業所

等　　ヶ所
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問１　貴社の概要について

(1) 業種は次のうちどれですか（最も売上高の多いもの１つに○）

1. 食料品

2. 飲料・たばこ・飼料

3. 繊維工業（衣服・その他繊維除く）

4. 衣服・その他の繊維製品

5. 木材・木製品（家具を除く）

6. 家具・装備品

7. パルプ・紙・紙加工品

8. 印刷・同関連

  9. 化学工業

10. 石油製品・石炭製品

11. プラスチック製品

12. ゴム製品

13. なめし革・同製品・毛皮

14. 窯業・土石製品

15. 鉄鋼

16. 非鉄金属

17. 金属製品

18. 一般機械器具

19. 電気機械器具

20. 情報通信機械器具

21. 電子部品・デバイス

22. 輸送用機械器具

23. 精密機械器具

24. その他の製造業

(2) 主な製品・加工技術を具体的にご記入ください（貴社の業種・業態把握の参考とします）

(3) 貴社の創業の経緯は次のうちどれですか（最もあてはまるもの１つに○）

1. 中小企業の技術者からの独立創業

2. 大企業の技術者からの独立創業 

3. 中小企業の技能者（現場）からの独立創業

4. 大企業の技能者 ( 現場 ) からの独立創業

5. 営業等、技術・技能者以外からの独立創業

6. 大学教員・研究者等からの独立創業

7. 分社化

8. その他（　　　    　　　　　　　）

(4) 貴社の保有技術は（あてはまるもの全てに○）

1. 成形（圧縮、押出、射出等）技術 8. 熱処理技術 15. 機械組立技術

2. プレス加工技術 9. 溶接・接合技術 16. 締結技術

3. 研磨･切削に係る技術 10. 塗装技術 17. 計測技術

4. 鋳造技術 11. 電子部品・デバイス実装技術 18. バイオ関連技術

5. 鍛造技術 12. 化学合成技術 19. 粉砕・焼結技術

6. 金型製作技術 13. 印刷・製版技術 20. 組込ソフトウェア

7. 表面処理技術 14. 電子機器組立技術 21. この中にはない

(5) 貴社の業務範囲に含まれるものは（あてはまるもの全てに○）

1. 製品企画 3. 設計 5. 製造・加工　　7. その他（　　　　　　　　　　）

2. 研究開発 4. 試作加工 6. 営業・販売　　

(6) 貴社の事業用地・建物の所有状況は（該当する欄に○）

全て自己所有＊ 一部自己所有 全て賃借

事業用地

建物（工場、事務所等）

＊ここでの自己所有とは会社 ( 法人 ) 所有もしくは経営者個人所有のことを意味します。
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問２　事業承継について

(1) 事業承継についての希望・方針は（１つに○）

1. 子に継がせたい 4. 外部の人間に継がせたい 7. まだ決めていない

2. 子以外の親族に継がせたい 5. 誰でもよいから継がせたい 8. 廃業の予定

3. 従業員に継がせたい 6. 他社に売却したい 9. その他（　　　      　）

(1-1)(1) で 1. ～ 5. と回答した方へ、現実の後継者の状況は（１つに○）

1. 決まっている　　3. 候補がいるが決まっていない　　5. その他（　　　　     　　）

2. 候補がいない　　4. まだ決める必要がない

(2) 事業承継上の課題は（あてはまるもの全てに○）

1. 適切な候補者の不在 5. 個人保証の問題 9. 相談相手の不在

2. 後継者の教育 6. 後継者への自社株式の集中 10. 業界の将来性への不安

3. 業績不振 7. 事業承継の社内体制が未整備 11. その他（　　　　　　　）

4. 借入金の返済  8. 相続税の問題 12. 特になし

問３　売上高とその動向について

(1) 直近の決算での年間売上高は（１つに○）

1. １千万円未満 4. １億以上３億円未満 7. ２５億以上５０億円未満

2. １千万以上３千万円未満 5. ３億以上１０億円未満 8. ５０億以上 100 億円未満

3. ３千万以上１億円未満 6. １０億以上２５億円未満 9. 100 億円以上

(2) ３年前と比較して、年間売上高はどう変化していますか（１つに○）

1. 大幅増加（２０％以上の増加） 4. やや減少（５％以上２０％未満の減少）

2. やや増加（５％以上２０％未満の増加） 5. 大幅減少（２０％以上の減少）

3. ほぼ横ばい（±５％未満）

(3) 直近の決算での売上高経常利益率（経常利益額÷売上高）は（１つに○）

1. マイナス 3. ２％以上４％未満 5. １０％以上

2. ０％以上２％未満 4. ４％以上１０％未満

(4) ３年前と比べて経常損益の変化は（１つに○）

1. 黒字を維持・拡大 3. 赤字だが損失額は縮小 5. 黒字から赤字に転落

2. 赤字から黒字に転換 4. 黒字だが利益額は減少 6. 引き続き赤字で損失額が拡大

(5) 昨年秋のリーマンショック以降、経済の急速な悪化への対応は（あてはまるもの全てに○）

1. 公的融資制度の利用 5. 研究開発体制・企画の強化 9. その他（　　　　　　　）

2. 生産設備の稼動停止 6. 新たな販路開拓 10. 特になし

3. 人件費の削減 7. 従業員の再教育期間として活用

4. 従業員の削減 8. ワークシェアリング
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問４　営業・販売面について

(1) 得意先の件数は（１つに○）

1. ４件以下　　　　　3. １０～１９件　　　　5. ５０～９９件

2. ５～９件　　　　　4. ２０～４９件　　　　6. １００件以上

(2) 主要得意先の属性は（下の選択肢から取引高の多い順に３つ以内を選択）

　第一位（　　　　）第二位（　　　　）第三位（　　　　）

1. 系列取引の大手メーカー 4. 中小・零細メーカー 7. サービス業

2. 系列取引のない大手メーカー 5. 卸売業・代理店 8. 官公庁・大学等

3. 中堅メーカー 6. 小売業 9. その他（　　　　　 　  　）

(3) 貴社と主要得意先上位１社との関係は（あてはまるもの全てに○）

①価　格 1. 主として自社が決める 2. 主として得意先が決める 3. 交渉次第

②納　期 1. 主として自社が決める 2. 主として得意先が決める 3. 交渉次第

(4) 主要得意先の所在地は（あてはまるもの全てに○をご記入いただくとともに、（　　）内

に取引件数をご記入ください）

1. 23 区内（　　）件  4. 埼玉・神奈川・千葉以外の関東地域（　　）件

2. 多摩地域（　　）件 5. 関東地域以外の国内（　　）件

3. 埼玉・神奈川・千葉の各県（　　）件 6. 海外（　　）件

(4-1)(4) で 6.「海外」を選択した方で得意先の所在国は（あてはまるもの全てに○）

1. 中国（香港含む） 4. 東南アジア諸国 7. ロシア 10. ＥＵ諸国

2. 韓国 5. シンガポール 8. ブラジル 11. その他

3. 台湾 6. インド 9. 北米 ( 米国・カナダ )（　　   　　　　）

(5) 売上高上位１社の得意先への売上依存度は（１つに○）

1. １０％未満　　　　　　　3. ２０％以上４０％未満　　　5. ６０％以上８０％未満

2. １０％以上２０％未満　　4. ４０％以上６０％未満　　　6. ８０％以上

(6) 貴社の取引における強みと感じている部分は（あてはまるもの全てに○）

1. 得意先との近接 5. 顧客ニーズの把握 9. 量産能力 13. 難注文への対応

2. 提案能力 6. 営業力 10. 多品種小ロット対応 14. 得意先との信頼関係

3. 低価格 7. 高品質 11. 付加サービスの提供 15. その他（　　　　　）

4. 情報提供力 8. 短納期 12. オンリーワン技術・製品
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問５　工場の海外展開について

　工場の海外への立地展開について、進出時期、進出先をご記入の上、目的等についてそ

れぞれ下欄 (1) ～ (3) から、あてはまるものを全て選択し、表内に記入してください。なお、

海外立地の実績 ( 経験 ) がない場合は、「海外立地実績なし」の (　) 内に○印をつけて、問

６にお進みください。

海外立地実績なし (　　）⇒ 問６へ

進出時点 進出後～現在の状況

1. 進出時期 2. 進出先 3. 目的 4. 問題点 5. 進出後の状況 縮小・撤退の理由

進出順に (　　) 内

に記入

国名を記

入

下 欄 (1)

より番号

を選択

下 欄 (2)

より番号

を選択

ａ 維持・拡大

ｂ 縮小・一部撤退

ｃ 完全に撤退

ｂ、 ｃ を 選 択 し

た方は、下欄 (3)

より番号を選択

( 昭・平　 　　）年 ａ ｂ ｃ（一つを選択）

( 昭・平　 　　）年 ａ ｂ ｃ（一つを選択）

( 昭・平　 　　）年 ａ ｂ ｃ（一つを選択）

( 昭・平　 　　）年 ａ ｂ ｃ（一つを選択）

記入例

( 昭・平 １８ ）年
ベトナム 3、5 2、8、11 ａ ｂ ｃ（一つを選択）1、3、12

(1) 目的 (2) 問題点 (3) 縮小・撤退の理由

1. 安価な労働力の確保

2. 安価な部品・原材料の調達

3. 海外市場の開拓・販路拡大

4. 量産体制の構築

5. 親会社・取引先の要請

6. 設備投資負担の軽減

7. 国内工場の縮小・閉鎖

8. 中・低品質品の製造

9. その他（   　　　　　）

 1. 進出のための資金調達

 2. 制度・言語・文化の違い

 3. 下請・外注企業が不足

 4. 現地人材が定着しない  

 5. 現地従業員の教育

 6. 技術流出・知財侵害

 7. インフラが未整備

 8. 現地派遣人材の不足

 9. 資材・原材料の調達困難

 10. 調達資材の品質問題

 11. 為替レートの問題

 12. その他（　　 　　　）

 1. 現地市場の縮小

 2. 本社の経営事情

 3. 取引企業の撤退

 4. 現地派遣人材の不足

 5. 技術流出防止のため

 6. 委託生産への切り替え

 7. 海外での生産コスト増大

 8. インフラが未整備

 9. 制度・言語・文化の違い

 10. 下請・外注企業が不足　

 11. 現地人材が定着しない

 12. 調達資材の品質問題

 13. 為替レートの問題

 14. その他（　　　　　　）
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問６　立地環境について

(1) 貴社にとって都内立地のメリット（利点）は（あてはまるもの全てに○）

 1. 得意先に近い 7. 優秀な人材を集めやすい

2. 部品・資材が調達しやすい 8. 大きな消費地（マーケット）がある

3. 立地のブランド力がある 9. 大学や研究機関が多くある

4. 情報収集がしやすい 10. その他（　　　　　　　　　　　　　　）

5. 地域内分業が容易にできる 11. 特になし

6. 交通の利便性がある

(2) 今後の工場・事務所の拡張・移転計画は（１つに○）＊工場兼事務所は「工場」とする

1. 都内に工場を拡張または移転 3. 都外に工場を拡張または移転 5. 縮小予定である

2. 都内に事務所を拡張または移転 4. 都外に事務所を拡張または移転 6. 計画はない

(2-1) (2) で 1. ～ 4. と回答した方へ、拡張または移転の際に重視する点は（あてはまるもの

全てに○）

1. 得意先との近さ 6. 立地コスト 11. 交通の利便性

2. 外注先・委託先との近さ 7. 市場情報の収集しやすさ 12. 周辺住民への配慮

3. 同業者との近さ 8. 優秀な人材の集めやすさ 13. 立地に関する規制

4. 他の工場･事業所との近さ 9. 立地のブランド力の強さ 14. 行政の誘致・優遇

5. 自宅との近さ 10. 労働力コスト（人件費の低さ） 15. その他（　　  　）

問７　人材について

(1) 年齢別・部門別の過不足状況は（それぞれ１つに○）

(2) 人材採用に関する課題は（あてはまるもの全てに○）

1. 優秀な新卒者の採用ができない 5. 必要とする人材の数が確保できない

2. 営業等の実務経験のある人が採用できない 6. その他（　　　　　　　　　　　　）

3. 高度な技術知識を持つ人が採用できない 7. 特になし

4. 必要とする技能を持つ人が採用できない

年齢別 過不足状況

管理事務部門 1. 有  2. 無 1. 過剰 2. 適正 3. 不足

営業販売部門 1. 有  2. 無 1. 過剰 2. 適正 3. 不足

研究開発部門 1. 有  2. 無 1. 過剰 2. 適正 3. 不足

製造加工部門 1. 有  2. 無 1. 過剰 2. 適正 3. 不足

年齢別 過不足状況

３９歳以下 1. 過剰 2. 適正 3. 不足

４０～５４歳 1. 過剰 2. 適正 3. 不足

５５歳以上 1. 過剰 2. 適正 3. 不足
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(3) 貴社の人材に関して、下記のうち充実させたい能力は（あてはまるもの全てに○）

1. 製品開発能力 7. 設備保全能力 13. その他

2. デザイン力 8. 品質管理・検査の知識・技能   （　　　　　　）

3. 設計能力（CAD の活用等 ) 9. 生産工程合理化能力 14. 特になし

4. 基本的機械操作能力 10. 保有技術の事業化能力（技術経営能力）

5. 高度熟練技能 11. 大学卒業程度の科学技術知識

6. ＩＴ・情報処理スキル 12. 現場での統率力・リーダーシップ

(4) 貴社の人材育成の手法は（あてはまるもの全てに○）

1. ＯＪＴ（現場での指導） 4. 業界団体主催の研修 7. 他社への派遣

2. 社内研修 5. 民間企業主催の研修 8. その他（　　　　　　　　 　）

3. 公的機関主催の研修 6. 自己啓発・自己研鑽 9. 特に何もしていない

(5) 人材育成上の問題点は（あてはまるもの全てに○）

1. 時間がとれない 5. 技術の陳腐化 9. その他（　　　　　   　　）

2. 資金がない 6. 人材が定着しない 10. 特になし

3. 対象となる人材がいない 7. 対象人材に意欲がない

4. 育成方法がわからない 8. 必要性を感じない

(6) 熟練技能者の退職（技能継承の問題）への今後の貴社の対応は（あてはまるもの全てに○）

1. 若手へ技能継承 4. 技能のマニュアル化 7. 教育訓練機関の活用

2. 雇用延長・再雇用 5. ＮＣ、ＭＣ機械等の活用 8. その他（　　　　　　　）

3. 技能のある人材を中途採用 6. 知識のデータベース化 9. 何もしない・必要なし

(6-1) (6) で 1. ～ 8. と回答した方へ、対応の結果、熟練技能者の技能継承の問題は（１

つに○）

1. 解決できる 2. 概ね解決できる 3. 解決できる見込みはない 4. わからない

問８　競争力向上に向けての取組みについて

(1) 貴社の主要な製品・技術に最もよくあてはまるライフサイクル上の段階は（１つに○）

1. 開発・導入期 2. 成長期 3. 成熟期 4．衰退期

(2) 貴社が新規分野として取組みたいと考える事業分野は（あてはまるもの全てに○）

1. 環境関連 5. ナノテクノロジー関連 9. バイオ関連

2. 半導体関連 6. ロボット関連 10. その他（　　　　　　）

3. エネルギー関連 7. 航空機・宇宙関連 11. 特になし

4. デジタル家電関連 8．スポーツ・健康・医療福祉関連

(3) 貴社の製品・技術の付加価値向上に向けて今後取組みたいことは（あてはまるもの全てに○）

1. 研究開発力の強化 4. 同業他社の動向把握 7. 産学公連携の活用

2. 顧客ニーズの把握 5. 他社との事業連携 8．その他（　　　　　　 ） 

3. 自社独自技術の開発・向上 6. 難作業の積極的受注 9. 特になし
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(4) 貴社の生産性向上に向けて今後取組みたいことは（あてはまるもの全てに○）

1. 生産設備の導入・更新 5. 原材料の見直し 9．その他（　    　  　）

2. 技能者のスキル向上 6. 生産方式の見直し 10. 特に何もない

3. 技能者の多能工化 7. ＩＴの活用

4. 作業工程の見直し・自動化 8. 職場環境整備（5 Ｓ活動）

(5) 貴社のＩＴ（情報技術）の現在の活用状況は（あてはまるもの全てに○）

1. 総務・経理事務 5. 受発注業務 9．その他（　　　　　　　　）

2. 電子メール 6. 生産管理 10. 特になし

3. 製品設計･デザイン 7. インターネットを通じた情報収集

4. ホームページの作成・開設 8. SaaS、クラウドなどの最新ＩＴサービスの利用

(6) 貴社の製品・技術とあわせて提供しているサービスは（あてはまるもの全てに○）

1. 設置・初期稼動の支援 4. 製品の稼働状況監視 7.  その他（　　　　　 　　）

2. 顧客の状況に応じた調整 5. 製品・技術の保証 8．特に何もしていない

3. 運用ノウハウの供与 6. 最適利用方法の提案

問９　持続的存続に向けての取組みについて

　ここでは、企業が持続的に存続していくために重要と思われる 3 つの考え方（知的資産

経営、BCP、CSR 経営）を取り上げ、皆様の取組み状況等をおたずねします。

１．知的資産経営について 

(1) 「知的資産」とは具体的には、以下の 1. ～ 15. の選択肢に示したようなものを指します。

以下のうち経営上の強みとして貴社が認識しているものは（あてはまるもの全てに○）

1. 経営者の管理能力 7. 対外広報活動 13. 研究開発能力

2. 経営者の企画力・アイデア力 8. 金融機関との良好な関係 14. ブランド

3. 経営者のリーダーシップ 9. 後継者の存在 15. ビジネスモデル

4. 経営者の人的ネットワーク 10. 機密漏えい対策 16. その他（　　　　）

5. 従業員の有するノウハウ 11. 知的財産権（特許等） 17. 特になし

6. 従業員の教育充実度 12. 顧客満足度

(2)「知的資産」を複数組み合わせて有効に活用し、企業競争力を向上させる経営を「知的

資産経営」といいます。貴社は知的資産経営という考え方を取り入れていますか（１つに○）

1. 取り入れている 2. 取り入れていない 3. わからない

(2-1)(2) において 2. を選択された方へ、知的資産経営という考え方を取り入れていない理由

は（あてはまるもの全てに○）

1. 知的資産経営とは何かわからない 4. 関心がない

2. メリットがわからない 5. 自社にはそぐわない

3. 知的資産の活用方法がわからない 6. その他 (　　　　　　　　　　　　　)
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２．ＢＣＰ（事業継続計画）について

(1) 貴社における地震への備えの状況は（あてはまるもの全てに○）

1. 建物の耐震補強の実施　　　　　　　　　6. 社員・家族の安否確認方法の作成

2. 生産設備の転倒防止　　　　　　　　　　7. 食料･医薬品の備蓄

3. 一定量の製品在庫の確保　　　　　　　　8. 帰宅困難者への対応方法の確立

4. 代替生産協力会社の確保　　　　　　　　9. その他（　　　　　　　　　　　　　）

5. 復旧優先順位計画の作成　　　　　　　 10. 特に何もしていない

(2) 貴社における新型インフルエンザ感染拡大への備えの状況は（あてはまるもの全てに○）

1. 感染予防策の事前徹底　　　　　　　　　6. 社員・家族の安否確認方法の作成

2. 継続優先業務の設定　　　　　　　　　　7. マスク･医薬品等の備蓄

3. 最低限の必要社員数の算定　　　　　　　8. 意思決定代行者の選定

4. 事業自粛要請への対策　　　　　　　　　9. その他（　　　　　　　　　　　 　　）

5. 感染情報収集体制の確立　　　　　　　 10. 特に何もしていない

(3)(1) および (2) のような予期せぬ非常事態に対処するために事前に作成する行動計画を「Ｂ

ＣＰ」といいます。貴社がＢＣＰを作成する必要性については（１つに○）

1. 必要性を感じている　　　　2. 必要性を感じない　　　　3. わからない

(4) 実際にＢＣＰを作成していますか（１つに○）

1. 作成した　　2. 作成中　　3. 作成を検討している　　4. 作成する予定はない

(4-1)(4) において 1. ～ 3. を選択された方におたずねします。ＢＣＰを作成する上での課

題は（あてはまるもの全てに○）

1. コスト負担増大　　3. 作成に時間がかかる　　　　5. その他（　　　　　　　　）

2. 人材不足　　　　　4. 作成方法がよくわからない

(5) 得意先からＢＣＰを作成することを求められたことは（１つに○）

1. 求められたことがある　　　　3. 必要性を示唆されたことはある

2. 求められたことはない　　　　4. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３．ＣＳＲ（企業の社会的責任）経営について

(1)「ＣＳＲ活動」とは、具体的に 1. ～ 8. のような選択肢のことをいいます。貴社において

積極的に行っているものは（あてはまるもの全てに○）

1. 環境保全への貢献　　　　　　　　　6. 金融機関との良好な関係構築

2. 従業員の尊重　　　　　　　　　　　7. 同業他社との良好な関係構築

3. 地域社会への貢献　　　　　　　　　8. 経営理念や経営情報の発信

4. 法令遵守　　　　　　　　　　　　　9. 何もしていない・できない

5. 顧客・消費者との良好な関係構築
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(2)(1) のＣＳＲ活動の全てを意識的に行い、企業の利害関係者との良好な関係構築を行う経

営の考え方を「ＣＳＲ経営」といいます。貴社のＣＳＲ経営への取組み状況で最もあてはま

るものはどれですか（１つに○）

1. ＣＳＲ経営を取り入れた 3. 今後取組もうと思う 5. 自社とは関係ない

2. 現在取組んでいる 4. 取組むつもりはない 6. わからない

(2-1)(2）で 1. ～ 4. に回答された方におたずねします。ＣＳＲ経営に取組むことに際し

ての課題は（あてはまるもの全てに○））

1. コスト増大 5. 他の経営陣・従業員に理解されない

2. 人材不足 6. 課題は特に感じない

3. 取組み方がよくわからない 7. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

4. メリットが明確にはわからない

(3) 得意先からＣＳＲを意識した製品の納入を要求される「ＣＳＲ調達」を求められたこと

は（１つに○）

1. 求められたことがある　　　　3. 調達ガイドライン（指針）を示されたことがある

2. 求められたことがない　　　　4. よくわからない

問 10　今後の経営展開における取組み事項について

今後 3 年程度を見据えて貴社が新たに取組む意向のあるものは（あてはまるもの全てに○）

 1. 経営戦略・方針の見直し 11. 新技術の開発

 2. 事業規模の拡大 12. 市場開拓のための製品企画力向上

 3. 事業規模の縮小・撤退 13. 営業・顧客開拓活動の強化

 4. 環境分野などの有力成長分野への参入 14. サービスの付加による製品の差別化

 5. 自社技術を活かした新規分野への参入 15. 公的支援制度の活用

 6. 小売・卸売・サービス業への進出 16. 海外展開（生産拠点の進出に限らない）

 7. 積極的な人材採用 17. 国際標準規格の取得

 8. 人員削減の推進 18. 債務の削減

 9. 後継者の確保 19. 資金調達の多様化

 10. Ｍ＆Ａの活用 20. 持続的存続に向けての取組み

問 11　都に対するご意見等がございましたら以下の欄にご記入下さい

これで、質問は終了いたしました。ご多忙のところご協力いただきまして誠にありがとうご

ざいました。同封の返信用封筒（切手は不要）にて、ご投函いただきますようお願い申し上

げます。

登録番号 (21)56
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